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研究成果の概要（和文）：スマートエネルギーに関する国内外の技術・社会動向調査、実地調査を行い、「街区エネル
ギーコミュニティ」の役割を「街区の省エネルギーと低炭素化および災害時の機能維持のための電力確保を関係主体間
連携の中で実現すること」と定義した。次に、既開発の建物間エネルギー融通簡易評価モデルを非常時の電源確保の観
点も加えて熱融通だけでなく電力融通も評価できるように改良した。この評価モデルを利用して、横浜市と東京都区部
を対象に建物間エネルギー融通導入効果を試算し明らかにした。
また、建物用途ごとの中央熱源方式の熱源機器採用傾向の分析も行い、採用傾向の高いシステムの建物同志での融通効
果は小さいことを明らかにした。

研究成果の概要（英文）：Conduct technical and social trends survey, field research at home and abroad abou
t the smart energy, the relationship between entities coordinate the power reserved for maintaining the fu
nction of disaster, for low-carbon, and for energy-saving in the city block was defined the role of the ci
ty block energy community. Then, I improved the simple evaluation model for evaluate energy interchanging 
system among buildings that had already developed to be able to evaluate not only heat interchange also po
wer interchange  from the point of view of ensuring emergency. Taking advantage of this evaluation model, 
we found calculated the energy interchange among buildings benefits intended for Tokyo and Yokohama. 
In addition, it also analyzes the heat source equipment adoption trend of the central heat source system b
y building kind of use, the effect of energy interchanging system among buildings which adopt same system 
with high adoption trend equipment was small.
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様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９、Ｚ－１９（共通） 

１．研究開始当初の背景 
2007年 5月、IPCC（気候変動に関する政
府間パネル）第４次報告において、長期的な
産業革命からの全地球平均気温上昇を
2.0-2.4℃以下とするためには、二酸化炭素排
出量を 2015年までに減少に転じさせ、2050
年までに 2000 年比で 50-85％の排出削減が
必要と報告がなされた。 
我国は、京都議定書の議長国として、また
前述のとおりポスト京都議定書の枠組みの
中でも先進国として、世界の中で地球温暖化
対策を主導していく立場にある。 
現在、我国は京都議定書目標達成計画を制
定し、2012年までに 1990年比で-6％削減す
るという目標を達成するべく対策を進めて
いるところであるが、この京都議定書目標達
成計画に中にエネルギー起源の二酸化炭素
排出削減対策の基本的な考え方として「点か
ら面へ」「主体間の垣根を越えた連携」が謳
われ、地域冷暖房に代表されるようなまちづ
くりの中での「エネルギーの面的利用」を促
進することが記載された。 
しかし、地域冷暖房については地域配管整
備が必要であることから、工事、コストの面
から大規模な新開発・再開発地域に導入され
るケースが多く、都市域の圧倒的大部分を占
める既成市街地への導入は困難とされる。こ
のような中、同じ街区内にある複数の既存建
物の熱源設備を簡易に繋ぎ互いにエネルギ
ーを融通し合う「建物間エネルギー融通」シ
ステムが、横浜市公共施設 ESCO第 1号事業
として新横浜 3施設で導入され、実稼働デー
タから融通効果が明らかにされたことで注
目を集めている。 
例えば、申請者らは地方自治体の都市計画
担当者や都市開発事業者の企画担当者、建物
オーナー等エネルギーシステムに精通して
いない人が、建物の建替えあるいは建物設備
の大幅改修の企画段階で、隣接する建物との
間で建物間エネルギー融通をした場合の効
果を簡易的に評価できるシミュレーション
モデルを開発している。また、奥宮らはホテ
ル、事務所、商業用途建物の組合せにおける
CGS（コージェネレーション）を活用した建
物間エネルギー融通システムの効果につい
て都市ガスによるコージェネレーション評
価プログラム-CASCADEⅢ（空気調和・衛生
工学会）を用いて検討している。しかし、こ
れらの研究では熱源システムがあるひとつ
の構成に固定された中での検討であり、実際
の建物の熱源システムの構成が反映されて
いる訳ではない。本研究では、既存の建物の
熱源設備構成の現況調査を徹底的に行い、建
物用途、規模別の熱源システム構成の違いを
明らかにして、その結果を建物間エネルギー
融通のシミュレーションモデルに組み入れ
て効果の検討を行う。 
 
２．研究の目的 
様々な年代に竣工した建築物が徐々に更

新していく既成市街地内で継続的に省エネ、
省 CO2 に取り組んでいくしくみを「街区エ
ネルギーコミュニティ」と定義し、これを実
現する基盤ツールとして、既存建物の熱源シ
ステム同士を繋いでエネルギーを融通利用
する「建物間エネルギー融通システム」を取
り上げる。既存建物の熱源システムの現状を
調査し、建物用途や規模の違いによる熱源シ
ステム構成の違いについて明らかにしたう
えで、エネルギー融通の効果が大きくなる建
物用途、規模の組み合わせをモデルシミュレ
ーションにより明らかにする。また、実際に
既成市街地において、建物間エネルギー融通
システムの導入による省エネルギー、省 CO2
ポテンシャルを明らかにする。最終的には、
スマートグリッド等の技術・社会動向を踏ま
えたうえで、「街区エネルギーコミュニティ」
の将来的なあり方を明らかにする。 
 
３．研究の方法 
 まず、東日本大震災後のスマートエネルギ
ーに関する国内外の技術・社会動向調査、実
地調査を行い、「街区エネルギーコミュニテ
ィ」の定義を見直した。 
 次に、既に開発済みの「建物間エネルギー
融通簡易評価モデル」を、非常時の電源確保
の観点も加えて熱融通だけでなく電力融通
も評価できるように改良した。また、空気調
和・衛生工学会の「建物設備竣工データ」を
もとに、建物用途ごとの中央熱源方式の熱源
機器採用傾向の分析も行い、採用傾向の高い
熱源システム（複数種類）の評価が可能な評
価モデルとした。 
 次に、改良した建物間エネルギー融通簡易
評価モデルを用いて、東京都区部と横浜市を
対象に建物間エネルギー融通の導入可能性
と導入による省エネルギーポテンシャルを
明らかにした。また、建物用途や建物規模に
よる中央熱源方式の熱源システムの採用用
傾向分析結果と改良した建物間エネルギー
融通簡易評価モデルを用いて、2 棟建物間の
エネルギー融通のモデル分析を行い、建物用
途や建物規模による省エネルギー効果の違
いについての分析を行った。 
 
４．研究成果 
4.1 「街区エネルギーコミュニティ」 
 様々な年代に竣工した建築物が徐々に更
新していく既成市街地内で継続的に省エネ、
省 CO2 に取り組んでいくしくみを「街区エ
ネルギーコミュニティ」と当初定義したが、
2011年 3月 11日に発生した東日本大震災お
よびその後の系統電力の電力供給力不足な
どを踏まえ、「街区の省エネルギーと低炭素
化および災害時の機能維持のための電力確
保を関係主体間の連携の中で実現すること」
を概念に加えることとした。 
4.2 建物間エネルギー融通簡易評価モデル
の改良 
既開発済みの「建物間エネルギー融通簡易



評価モデル」は、既存街区の中で建物の建て
替えや設備更新が起こる際に、建物オーナー
やディベロッパーなどが、建物間エネルギー
融通の導入効果を簡易に評価検討できるよ
うに開発されたもので、Microsoft Excelの循
環参照を用いて融通を行う 2棟の建物用途と
延べ床面積を入力すれば、建物のエネルギー
負荷計算、熱源設備機器の容量計算、自己区
別のエネルギー需給計算が行われ、設備更新
効果、融通効果を分けて算出することができ
る。また、熱源システムはこれまで 1種類だ
けであった。 
東日本大震災を経験して、企業の災害時事
業継続（BCP）の観点から、自立電源の確保
のニーズが高まっていることを受け、自立電
源になりうるガスエンジン・コージェネレー
ションシステム導入ケース、および融通利用
ケースを追加し、コージェネ導入効果と融通
効果を分けて算出できるように改良を行っ
た。また、空気調和・衛生工学会の「竣工設
備データ（A&S データ）」の分析を行い、建物
用途、建物規模による熱源機器採用傾向の違
いを明らかにし、新たに空冷ヒートポンプ主
体のシステム、ターボ冷凍機主体のシステム
を追加した。 
4.3 東京都区部、横浜市における建物間エ
ネルギー融通導入ポテンシャル 
建物間エネルギー融通簡易評価モデルを
用いてエネルギー面的利用の中でこれから
の導入が期待される、建物間エネルギー融通
の導入ポテンシャルを評価する方法を検討
し、横浜市全域と東京都全域を対象としてケ
ーススタディを行い、都市全域での一次エネ
ルギー削減量・CO2 排出削減量を把握・比較
した。主な研究内容、結果は以下のとおりで
ある。 
① 都市全域の建物間エネルギー融通の導
入ポテンシャルを評価する手順と方法
を明らかにした。 

② 横浜市と東京都でのケーススタディで
は、2 都市の熱消費特性を把握し、2 棟
間の組み合わせによる建物間エネルギ
ー融通の導入効果を算出するためにエ
ネルギー消費シミュレーションを行っ
た。 

③ 2 都市の建物間エネルギー融通の導入可
能率と一次エネルギー削減率・CO2 排出
削減率を把握した。その結果、導入可能
率は東京都では 27.2%で（建物、熱量）、
横浜市（13.5%）の約 2 倍であった。た
だ、効果が最大である Case2－4（設備更
新し受け側の建物の負荷も考慮して CGS
容量を拡大して熱・電力融通するケー
ス）の一次エネルギー削減率・CO2 排出
削減率でみると東京都は 0.81%/0.81%で、
横浜市では 0.76%/0.75%で、予想より小
さいであった。自然エネルギー等を利用
する建物間エネルギー融通システムの
導入が期待される。 

④ 2 都市での建物間エネルギー融通の導入

効果を比較した。東京都の導入可能率は
横浜市より大きいが、一次エネルギー削
減率・CO2 排出削減率はほぼ同じで、ま
た、導入可能な建物の割合は導入可能な
エリアで占める割合が横浜市のほうが
高いため、東京都より横浜市の建物間エ
ネルギー融通の導入可能な街区が多い。 

⑤ 導入可能性が高いと思われる Case1－2
と Case2－2 で削減できる CO2 排出量は
東京都では 151 千 t/244 千 t、横浜市で
は 40 千 t/70 千 tである。また、削減で
きる一次エネルギー消費量を日本で供
給延床面積が一番大きい地域冷暖房シ
ステムであるみなとみらい 21 中央地区
と比較すると、東京都の場合はその 33
倍/49 倍、横浜市の場合はその 9 倍/15
倍に相当する。 

4.4 2 棟建物間エネルギー融通効果の理論
分析 
 改良した建物間エネルギー融通簡易評価
モデルを用いて、建物用途、建物規模（熱需
要規模）、熱源システムの組み合わせを変え
た2034ケースのシミュレーションを行った。
以下に結果を示す。 
・ 熱源機器の組合せ方は熱融通効果の大小
に大きな影響を与える 
・ 同じ量の熱をつくるときに、一次エネルギ
ー換算で消費エネルギー量が少ない吸収
式やターボ冷凍機から HP チラー方式への
融通は機器の代替効果により消費エネル
ギー削減率が大きい。 
・ HP チラーは負荷率向上による COP の上昇
度合いが大きく、融通時の効果が大きくで
る場合がある。 
・ 吸収式では、融通による省エネルギー効果
が低い。 
・ CGS導入効果では建物Aが医療のときに高
い効果が出ている。 
・ 熱融通の効果は建物 Aが業務、建物 Bが医
療のときに大きな効果が出る傾向にある。 
・ 建物 Bが医療用途の時に効果が高く、業務
や商業用途の時は効果が低い。 
・ 大規模建物から小規模建物への融通の時
削減率が高くなる。 
・ 逆に小規模建物から大規模建物の融通の
場合は効果が小さい、あるいは増エネとな
る。 
・ 中央熱源方式の熱源システム採用傾向の
分析では、吸収式冷凍機の採用度が大きい。 
・ 採用度の大きい吸収式冷凍機システムの
建物同士で融通を行う場合、吸収式冷凍機
は負荷率改善による COP 向上割合が小さ
いため省エネ効果は小さいことが分かっ
た。 
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